
東日本大震災への税制上の対応（地方税・第一弾）（案） 

 

◎は阪神・淡路大震災時にはなかったもの 

○は阪神・淡路大震災時の対応を拡充したもの 

今般の東日本大震災による被害が未曾有のものであることに鑑み、現行税制をその

まま適用することが被災納税者の実態等に照らして適当でないと考えられるもの等に

ついて、緊急の対応として、以下の措置を講ずる。 

なお、以下の緊急対応に加え、全体の復興支援策の中で税制で対応すべき施策等に

ついては、後日とりまとめる。 

 
【個人住民税】 

１．雑損控除の特例 

① 住宅や家財等に係る損失の雑損控除について、平成23年度住民税での適用を可能と

する｡ 

 ② 繰越し可能期間を5年とする（現行3年）。 

 

２．被災事業用資産の損失の特例 

 ① 22年分所得の計算上、被災事業用資産の損失の必要経費への算入を可能とする｡ 

（※所得税の措置の自動影響・個人事業税も同様に自動影響） 

② 被災事業用資産の損失による純損失について、繰越し可能期間を5年とする（現

行3年）｡保有資産に占める被災事業用資産の割合が１割以上である場合には、

被災事業用資産以外の損失を含めて、現行3年の繰越しが可能な純損失について、

繰越期間を5年とする。 

 （※個人事業税も同様に措置） 

 

３．住宅ローン減税の適用の特例 

住宅ローン控除の適用住宅が、大震災により滅失等しても、平成25年度分住民税

以降の残存期間の継続適用を可能とする。 

 

４．財形住宅・年金貯蓄の非課税 

平成23年3月11日から平成24年3月10日までに行われた財形住宅・年金貯蓄の大震

災による目的外の払戻しについて、利子等に対する遡及課税を行わないこととする。 

（※所得税の措置の自動影響。既に課税されたものについては還付する規定を整備） 

 

【法人事業税・法人住民税】 

１．法人事業税及び法人住民税における減免措置 

阪神・淡路大震災時には実施しなかった法人事業税及び法人住民税の災害減免に

ついて、地方税法の規定に基づき条例の定めるところにより、適切に対応。 

 

２．申告の期限延長における法人事業税の中間申告納付の省略 

法人事業税の中間申告納付に係る期限と当該中間申告納付に係る事業年度の確定

申告納付に係る期限とが同一の日となる場合には、中間申告書の提出を不要とする。 

 

＜法人税における措置がなされれば自動影響するもの＞ 

・被災代替資産等の特別償却 

・特定の資産の買換えの場合の課税の特例 

・買換え特例に係る買換資産の取得期間等の延長 

○ 

○ 

○ 

◎ 

◎ 
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【固定資産税・都市計画税】 

１．津波により甚大な被害を受けた区域内の土地及び家屋に対する平成23年度分の 

課税免除 

津波により甚大な被害を受けた区域として市町村長が指定する区域内に所在する

土地及び家屋について、平成23年度分の課税を免除する。 
 

２．被災住宅用地の特例 

大震災による災害により滅失・損壊した住宅（被災住宅）の敷地の用に供されて

いた土地（被災住宅用地）を被災後10年度分については、当該土地を住宅用地とみ

なす（※）。 

※住宅用地とみなされた場合には、固定資産税・都市計画税が軽減される。 
 

３．被災代替住宅用地の特例 

被災住宅用地の所有者等が当該被災住宅用地に代わる土地（被災代替土地）を平

成33年３月31日までの間に取得した場合には、当該被災代替土地のうち被災住宅用

地に相当する分について、取得後３年度分、当該土地を住宅用地とみなす（※）。 

※住宅用地とみなされた場合には、固定資産税・都市計画税が軽減される。 
 
４．被災代替家屋の特例 

大震災による災害により滅失・損壊した家屋（被災家屋）の所有者等が当該被災

家屋に代わる家屋（被災代替家屋）を平成33年３月31日までの間に取得し、又は改

築した場合には、当該被災代替家屋に係る税額のうち当該被災家屋の床面積相当分

について、４年度分２分の１、その後の２年度分３分の１を減額する。 
 
５．被災代替償却資産の特例 

大震災による災害により滅失・損壊した償却資産の所有者等が当該償却資産に代

わる償却資産を平成28年３月31日までの間に、被災地域において取得し、又は改良

した場合には、課税標準を４年度分２分の１とする。 
 

【不動産取得税】 

１．被災代替家屋の取得に係る特例 

被災家屋の所有者等が当該被災家屋に代わる家屋（被災代替家屋）を平成 33 年３

月 31 日までの間に取得した場合には、被災家屋の床面積相当分には不動産取得税

が課されないようにする特例を講じる。 

 

２．被災代替家屋の敷地の用に供する土地の取得に係る特例 

被災代替家屋の敷地の用に供する土地で、被災家屋の敷地の用に供されていた土

地（従前の土地）に代わるものを平成 33 年３月 31 日までの間に取得した場合には、

従前の土地の面積相当分には不動産取得税が課されないようにする特例を講じる。 

 

【自動車取得税】 

１．被災代替自動車の取得の非課税 

大震災による災害により滅失・損壊した自動車に代わる自動車（被災代替自動車）

を平成26年３月31日までの間に取得した場合には、自動車取得税を非課税とする。 
 

【自動車税・軽自動車税】 

１．被災代替自動車に係る自動車税・軽自動車税の非課税 

大震災による災害により滅失・損壊した自動車に代わる自動車（被災代替自動車）

に係る平成23年度から平成25年度までの各年度分の自動車税・軽自動車税を非課税

とする。 

◎ 

◎ 

○ 

◎ 

◎ 

○ 

○ 

○ 

◎ 
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【地方消費税】 
＜消費税における措置がなされれば自動影響するもの＞ 
１．消費税の課税事業者選択届出書等の提出に係る特例 

 
２．消費税の中間申告書の提出に係る特例 
 
 
<通知関係> 

① 地方団体に対し、地方税法及び条例等に基づき、地方税に係る期限の延長、

減免措置等について適切な取扱いを図るよう通知（３月14日発出） 

 

② 被災者又は被災団体の救援を目的として募金活動を行う団体に対する義援金

等について、「ふるさと寄附金」に係る控除の適用を受ける場合の取扱いにつ

いて通知（３月25日発出） 

 

③ 地方税における期限の延長や減免措置等の具体的取扱いについて通知（３月

28日発出） 

・ 期限の延長を行う場合、当面は少なくとも５月31日まで行うことが適当であ

ること 

・ 期限の延長、減免措置等を行うにあたっての個別税目に関する留意点 

（例） 

 ・ 固定資産税の減免 

 ・ 自動車税・軽自動車税の減免 等 

 

 

<その他> 

・ 軽油引取税の「トリガー条項」の廃止（Ｐ） 

   軽油引取税に係る「トリガー条項」を廃止する。 

◎ 

◎ 

◎ 
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